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世界的に広がる異常気象

・2018年

日本：

□ 7月23日。熊谷市で日本歴代最高となる41.1℃を観測。7月

平均気温の最高値を47地点で更新。

□ 全国の雨量観測点の１割強にあたる138地点で、72時間降水量が観

測史上の１位を更新。

□ 8月7-8日の西日本豪雨。死者220名を超える。

□ 9月に台風21号、10月に24号。

カリフォルニア州：

□ デスバレー国立公園では、7月の平均気温42.3℃。観測された気温として、

世界で最も高い月平均気温。最高気温52.8℃が連続4日。干ばつと熱波で、

100か所以上で山火事。

・2019年1月

□ 北米が記録的な寒波。中西部ミネソタ州では体感温度が氷点下53.9度。

□ オーストラリアは熱波に襲われ、アデレードで最高気温46.6度を記録。



地球温暖化との関係は？

・気象庁：地球温暖化に伴う気温の上昇と水蒸気量の
増加の影響。

・江守正多氏（国環研）：地球温暖化による水蒸気の
増加が豪雨を強化させたことは明らか。地球温暖化
が進む限り、このような豪雨の起きる可能性はこれ
からも上がり続ける。

・世界気象機関（WMO）のターラス事務局長：北米
の寒波は「北極地方で大量の氷や雪が融解している
ことが北半球の気象パターンに影響している」と、
一連の異常気象と地球温暖化の関連を指摘。
＊ トランプ米大統領：「いったい、地球温暖化はどうなっ

たんだ？戻ってきてくれ、君が必要なんだ！」



CO2濃度が400ppmを超える



過去１万年のCO2濃度の推移



2016年の世界の平均気温は過去最高



提供：Bill Hare, Climate Policy Director of Greenpeace International

1.1℃～6.4℃上昇の予測
(IPCC第4次報告書)

今後100年の平均気温の上昇予測



ＩＰＣＣ第5次評価報告書

第１作業部会報告：気候変動の自然科学的根拠
・気候システムの温暖化は疑う余地がない。
・気候システムに対する人間の影響は明らかである。

第２作業部会報告：影響、適応、及び脆弱性
・気候変化は、全ての大陸と海洋にわたり、自然及び
人間システムに影響を与えている。

・温暖化の進行がより早く、大きくなると、適応の限
界を超える可能性がある。

・平均気温の上昇が2℃を超えると様々なリスクが上昇。

第3作業部会報告：気候変動の緩和
・温室効果ガス排出量は急速に増加している。
・2℃未満には、温室効果ガス排出量を2050年に40～

70％、2100年にゼロ乃至マイナスにする必要がある。
・気候変動を抑制するには、温室効果ガス排出量の大
幅かつ持続的な削減が必要。



顕在化する影響

• 降水量、氷雪などの水文システムの変化

• 陸域、淡水及び海洋の生物種

• 作物への影響

• 人間の健康への影響

• 貧困と地球温暖化

• 極端現象

• 暴力的紛争



作物への影響

地球温暖化が
、熱帯より温
帯地域におい
て、また麦や
トウモロコシ
が大豆や米に
比べて、より
大きな負の影
響を及ぼして
いる。



海水の酸性化

• 海水のpHは工業化以降0.1低下（高い確信度）。

• 海洋へのさらなる炭素蓄積の結果、海洋酸性化が進行。

• 酸性化により、植物・動物プランクトン、貝類や甲殻類、
熱帯や亜熱帯に分布するサンゴなどが、骨格や殻を形成し
ている炭酸カルシウムの形成が難しくなる。



2℃を超えるとリスクは高度に！
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出典：環境省HP, IPCC第5次評価報告書第2作業部会報告書
政策決定者向け要約 環境省速報訳（2014年5月23日版）よりCASA作成



２℃を超えるまで３０年足らず

• CO2の累積総排出
量と平均気温の上
昇は比例関係。

• 2℃未満に抑える
ための、累積総排
出量は約2兆9000
億トン。すでに約
1兆9000億トンを
排出し、残された
排出量量は約1兆
トン。現在の排出
量は年350億トン
。29年で1兆トン
。



国際交渉の経緯

1992年 気候変動枠組条約に合意
1995年 COP1：ベルリンマンデート
1997年 COP3：京都議定書を採択
2001年 COP7：運用ルールの最終合意成立
2005年 COP11/CMP1：京都議定書発効/京都議定書の第2

約束期間の交渉開始
2009年 COP15/CMP5：合意に失敗
2011年 COP17/CMP7（すべての国が参加する新

たな条約交渉開始）
2015年 COP21/CMP11：パリ協定を採択
2016年 COP22/CMP12/CMA1：パリ協定発効
2018年 COP24/CMP14/CMA1-3：パリ協定の運用ルール

に合意



・2015/12/12パリ協定採択の瞬間
（中央がファビウス議長。左がフェゲレス条約事務局長。）

・会場内は総立ちで、５分以上拍手が鳴り止まず。
・涙を流している交渉官もいた。



歴史的なパリ協定

• 平均気温の上昇を2℃十分に下回るレベル
に維持することを協定の目的とし、1.5℃
への抑制を努力目標。

□ COP決定でIPCCに対し、2018年に、1.5℃目標を達

成するための温室効果ガスの排出経路についての特

別レポートを作成することを要請（invite）。

• 21世紀後半に人為的な排出量と吸収量を
バランスさせる（温室効果ガスの排出実
質ゼロ＝脱炭素社会の構築）。



炭素循環 （出典；気象庁ＨＰ）



・より厳しい水不足にさらされる世界人口が50％少なくなり、2050
年までに、気候に関連したリスクや貧困の影響を受けやすい人々
の数は数億人少なくなる。

・2050年までに、気候に関連したリスクや貧困の影響を受けやすい
人々の数は数億人少なくなる。

・1.5℃を超えると、人が居住するほとんどの地域で極端な高温、
いくつかの地域における強い降水現象、干ばつと降水不足の確率
の増加。

・海水面の上昇（1.5℃の場合、2℃よりも上昇が約10㎝低くなる）
＊1901-2010年の約100年の間に19cm海面が上昇

・夏季における北極の海氷の消滅（2℃だと10年に1回、1.5℃だと
100年に1回程度）。

・サンゴへの影響（2℃だとほぼ全滅。1.5℃だと70～90％死滅）。

1.5℃上昇と2℃上昇の影響予測の違い
IPCC1.5℃特別報告書（2018/10）



1.5℃と温室効果ガスの削減

• すでに平均気温は、産業革命以前から1.0℃上昇。

• 1.5℃に抑えるためには、2030年までにCO2排出量を約
45％削減する必要がある（2℃の場合は20％の削減）。

• 1.5℃に抑えるためには、CO2排出量は2050年頃までに
ほぼ「正味ゼロ」にする必要がある（2℃の場合は2075
年頃）。

• 現在の各国の約束では、1.5℃に抑えるには不十分。

• 気温が1.5℃より上昇するのを抑えるには、CO2排出量
を2030年より前にかなり減少させる必要がある。

• CO2以外の温室効果ガスを削減することは、大気汚染を
改善し、直接的、短期的に健康に良い影響を与える。



加速する脱炭素社会への取り組み

• 脱石炭火力

• ダイベストメント（投資撤退）

• ガソリン・ディーゼル車の販売禁止

• 爆発的に進む再生可能エネルギーの
普及



脱石炭火力の動き

・脱石炭火力/年を表明した国
2021年：フランス

2022年：スウェーデン

2025年：イギリス、オーストリア、イタリア、アイルランド

2029年：フィンランド、オランダ

2030年：デンマーク、ポルトガル、カナダ、イスラエル

• 脱石炭に向けたグローバル連合：80ヵ国・地方
自治体・企業に拡大（1年前は27ヵ国・地方自
治体・企業）。

• 日本でも50基の新規計画のうち11基が計画中止に。



ダイベストメント（投資撤退）

• 1000機関（運用資産総額686兆円）を超過。
＊16年5月にはバンクオブアメリカが、同12月にはシティグループが

投資削減を発表。17年10月には，EUで最大のメガバンクである

BNPパリバが，シェールオイルなどの化石燃料の探鉱や生産，供給

などにかかわる企業への融資を停止すると発表。

・EU：2025年に石炭火力への補助金廃止。

• 日本：３メガバンク（三井住友銀行,三菱ＵＦＪ,みずほ）が、超

々臨界圧方式でなければ原則、融資をしない」、「厳しく審査」な
どの慎重姿勢の程度。

• 18年9月に丸紅が石炭火力発電所の新規開発から撤退を宣言。



ガソリン車・ディーゼル車の販売禁止

• インド：2030年までに販売する自動車をすべて電気自
動車に（電力省・石油天然ガス省の所管大臣などの政府
高官発言。運輸大臣が後退発言。）。

• イギリス/フランス：2040年までにガソリン車、ディー
ゼル車を販売禁止（ハイブリッド車（HV）やプラグイ
ンハイブリッド車は可）。

• 中国：2019年から自動車メーカーが販売・輸入する乗
用車の一定割合を電気自動車（EV）や燃料電池車にす
ることを義務づけ。（2016年には販売台数：2438万台。マー

ケット規模は、日本の6倍、アメリカの4倍）

• 日本：2050年までに世界で販売されるすべての新車を
HVやEVなどの電動車にし、ガソリンだけで走る車をな
くす目標（経産省：「自動車新時代戦略会議」7/24）



爆発的に普及が進む再生可能エネルギー



コスト
世界の再生可能エネルギー発電コスト

洋上
風力

陸上
風力

太陽光
発電
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自然エネルギーの特長

• 環境に優しい：CO2の排出量が少なく、
大気汚染などの公害もない。

• 枯渇しないエネルギー

• 小規模・分散型で災害

に強い

• 平和で安全なエネルギー

• 市民が参加できる民主的なエネルギー



パリ協定に逆行する
第５次エネルギー基本計画（2018/7）

・原発と石炭火力は、重要なベースロード電源。

・原発の再稼働を進める。

・核燃料サイクルは、総合的かつ責任ある取り組み。

・石炭火力は、高効率石炭発電の有効活用の促進。

＊2030年の導入目標は26％。

・再生可能エネルギーの主力電源化を進める。

＊しかし導入目標は第４次エネルギー基本計画（2014/4）と変わ

らず。

・第４次エネルギー基本計画から、各電源の具体的導入目

標は変更なし。



電源構成（第5次エネルギー基本計画）

LNG27%程度
LNG27%

石炭26%程度
石炭24%程度

石油3%程度
石油12%

再エネ
22～24%程度

原子力
22～20%

原子力
27%

再エネ11%

2030年（想定） 震災前10年間平均

最大限？

可能な限り
低減？

拡大？



日本は地球温暖化の加害国

• 日本の現在の温室ガス排出量は、世界第5位。累
積排出量も世界第6位。

• 明らかに日本を始め、先進国は地球温暖化の加
害者。

• 地球温暖化の被害者は、温室効果ガスをほとん
ど排出していない島しょ国や後発開発途上国。
そして、君たち若者と将来世代。

• 日本などの先進国は率先して削減すべき義務が
ある。



市民・消費者こそ環境問題解決の鍵

• 地球規模の環境問題の解決のためには、国益
や利害から自由で 「地球益」を考えることの
できる市民・環境NGOの役割が重要。

• 情報に精通し、自立し、行動する市民（環境
NGO）・消費者の存在なくして、地球規模の
環境問題の解決はない。



グレタ・トゥンベルクさんのスピーチ
（19/1/25 ダボス会議）

• ダボス会議のような場では、人々は成功事例を

語りたがるが、彼らの経済的な成功は、考えら

れないほどの代償を伴った。

• 実際、今までの地球温暖化への取り組みは失敗している。これを止
めるには今ある社会のほとんどを変えなけれいけない。

• 世の中には白黒はっきりさせられないことが多いと言われるが、そ
れはウソだ。（気温上昇を１・５度未満に抑える目標達成への行動
は）ただ、やるか、やらないかだ。

• 大人は子供に希望を与える責任があるというが、そのなものはいら
ない。大人に希望なんか感じて欲しくない。私は大人にパニックに
なってほしい。私が毎日感じてる恐怖を感じてほしい。だって今ま
さに私たちの家（地球）は火事の最中なんだから。


